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被控訴人復代理人の準備書面2の要旨陳述	

	

	 被控訴人復代理人弁護士大塚から、この度提出した６月３日付準備書面２の要旨

を陳述します。この準備書面では，山口県知事がした平成２８年８月３日付け延長

許可処分によって本件判断留保の瑕疵が治癒されないことを述べています。	

	

１	 控訴人は，平成２５年３月１９日以降の判断留保に瑕疵があるとしても，平成

２８年８月３日付の延長許可処分（以下，「本件許可処分」といいます。）によっ

て瑕疵は治癒されたと主張しています。しかし，本件許可処分は，公水法１３条

の２第１項の「正当の事由」の要件を充さず，違法ですから，本件許可処分によ

って，判断留保の瑕疵は治癒されません。その理由は，以下述べるとおりです。	

	

２	 山口県は，「正当の事由」を判断するために，審査項目（乙２６）を定めていま

す。	

	 	 公水法１３条及び３４条が指定期間を定めた趣旨は，同法４条の新規免許がさ

れた際の審査の適正を担保することにありますが，審査表の審査項目は，この法

の趣旨に沿うものと解されているので，合理性が認められます。	

	 	 したがって，山口県知事は，延長許可処分をするか否かについては，審査項目

に従って判断しなければなりません。	

	

３	 審査表の審査項目には，「指定期間内に工事を竣工できなかったことについて

の合理的な理由があること」及び「今後埋立を続行するのに十分な理由があるこ

と」という２つの大きな要件が立てられ，「指定期間内に工事を竣工できなかった

ことについての合理的な理由があること」の要件の中には，さらに２つの項目が

含まれています。	



2 
 

（１）まず，「指定期間内に工事を竣功できなかったことについての合理的な理由が

あること」の要件のうち，「阻害要因及びその解消」の項目についてですが，こ

こでいう阻害要因は，原子力発電所の危険性及び地元住民の不安であると解さ

れます。しかし，それが解消したとは認められません。なお，審査結果の概要

では，工事が進捗しなかったことについて，事業者に帰責事由がないことが挙

げられていますが，問題は，阻害要因が解消されたか否かであって，事業者の

帰責事由の有無は無関係です。	

（２）次に，審査項目のうち，「新たな指定期間内の確実な竣功，適切な延長期間の

設定」についてですが，審査結果の概要をみると，「Ｈ３１．７まで延長される

ため，処分時点から約３年間の工期が確保されることになる」旨判断されてい

ます。しかし，そもそも中国電力は，不新設原則を採る政府の検討を注視して

（乙１８）埋立工事に着手しようとせず，知事も，中国電力に対して，原子力

発電所本体の着工時期の見通しがつくまでは，埋立工事を施工しないことを要

請しています（甲６２）から，新たな指定期間内の「確実な」竣功は到底見込

めません。	

	 	 	 また，本件許可処分は，６年９カ月もの長期間を延長していますが，上述の

指定期間を定めた趣旨からすると，適切な延長期間を設定したとはいえません。	

（３）最後に，審査項目の要件である，「今後埋立てを続行するのに十分な理由があ

ること」についてですが，当初免許の竣工期限時点の土地需要として，審査結

果の概要では，重要電源開発地点指定の解除がされていないこと等が挙げられ

ています。しかし，平成２４年９月のエネルギー・環境会議決定「革新的エネ

ルギー・環境戦略」では，原発の新設・増設は行わないと決定されています。	

	 	 	 したがって，当初免許の竣工期限時点で土地需要があったとはいえません。	

（４）「今後埋め立てを続行するのに十分な理由があること」の要件のうち，処分時



3 
 

点での土地需要について，審査結果の概要において，第４次エネルギー基本計

画にて原子力は「重要なベースロード電源」と位置付けられていることが挙げ

られています。しかし，この基本計画においては，再稼働について，進めると

の文言があるものの，新増設については，推進するとの文言がないため事実上

白紙状態になったものといえます。したがって，処分時点での土地需要があっ

たともいえません。	

よって，本件許可処分は，「今後埋め立てを続行するのに十分な理由があるこ

と」という要件を充たしていません。	

	

４	 結論	

	 	 以上より，本件では，審査項目の要件を充たさず，公水法の「正当の事由」の

要件に該当しないことが明らかです。したがって，本件許可処分は，裁量権の逸

脱濫用であり，違法といわざるをえません。よって，本件許可処分によって，山

口県知事の判断留保の瑕疵は治癒されません。	

	

以上	














